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はじめに 
周知のとおり、平成 13（2001）年改正商法（以下、「改正商法」という）及び平成 18（2006）
























 1.1 区別原則と齟齬をきたす事柄 
(1) 資本性の剰余金（「資本剰余金」）が配当（分配）可能となったこと 
 改正商法は、①減資差益、②資本準備金の取崩益（資本準備金につき利益準備金と併せて資




                                                          
1 改正商法前の商法 290 条（利益の配当）参照。 
2 改正商法前の商法第 293 条ノ 2（配当可能利益の資本組入れ）、第 293 条ノ 3（利益準備金の資本金への
組入れ）参照。 
3 会社法 446 条。 
4「資本と利益の区別」、「剰余金の区別」と同じ意味として用いている。 
5 石川（[2006], 41 頁）。 
6 会計規則 76 条。 
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(2) 株主資本内部の計数移動と表示区分 




















                                                          
7 参考資料 2.の(3) 会社法 448 条①一、計算規則 27 条①二、(4) 会社法 448 条①二、計算規則 25 条①一。 
8 参考資料 2.の(7) 会社法 448 条①一、計算規則 29 条①一、(9) 会社法 451 条①一、計算規則 28 条①。 
9 参考資料 2.の(8) 会社法 448 条①二、計算規則 25 条①一。 
10 企業会計基準第 1 号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（平成 18（2006）年 8 月最
終改正）。当該会計基準は、会社法 452 条の内容の会計的な解釈をしている。 
11 株主総会または取締役の決定（取締役会が設置されている会社は取締役会の決議）。 
12 利益剰余金（留保利益）の残高の金額については、その有用性が指摘されている。例えば、債務契約の
締結に関して 1 つの判断指標となる。またその金額は倒産予防においても役立つとされる。以上、野口（[2004], 




13 平成 13 年改正商法における準備金の減少手続き創設の趣旨については、野口（[2006], 386-387 頁）の論
稿が詳しい。そこでは、制度上の整合性をはかったもの。余剰資金の株主への還元。当時の銀行の不慮債
権処理の影響から優先株に対する配当原資に窮していたこと等の背景に関して説明されている。 
14 神田（[2007], 6 頁）。 
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的買収からの防止策として、その活用が想定されていたようである。以上、富岡（[2008], 72 頁）。 
17「その他資本剰余金」の項目の創設は、平成 13 年改正商法で株主からの払込資本でありながら資本金、
資本準備金では処理されないものが生じたため、これ対応するため資本準備金とそれ以外のその他資本剰
余金に区分したことによるとされている（ASBJ 1 号、52、53 項）。 



























                                                          
19 当該区別原則が会計の基本原理であるとする見解については、例えば、染谷（[1985], 167-168 頁）、新















ば、リトルトン（[1970], 315-318 頁）。 
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。（傍点は筆者）」以上、壹岐（[2007], 31-32 頁）。 
22 最近の企業の自己株式の取得状況については、富岡（[2009], 135-188 頁）が詳しい。そこでは 2005 年
から 2008 年までの取得実施状況のグラフが掲載されており、2007 年度、2008 年度の企業数は、各々、約
600 社、約 700 社（第 1 四半期までデータ）、金額は、4 兆 4,940 億円、約 1 兆円（第 1 四半期のみの集計）
と巨額である。また、日本経済新聞 2008 年 3 月 14 日付朝刊では、2008 年 1 月以降 3 月まで、自己株式
取得企業として、トヨタ（1,952 万株、1,194 億円）、三井住友海上（640 万株、69 億円）、三菱レーヨン（2,698
万株 99 億円）、アステラス（800 万株、386 億円）、NTT ドコモ（31 万株、499 億円）、日産自動車（1,900
万株、207 億円）、テルモ（235 万株、126 億円）、大和（2,500 万株、234 億円）、リコー（883 万株、149
億円）、旭硝子（550 万株、66 億円）をあげている。 
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による先行研究であり、日経 NEEDS による企業分析の報告（[2009]）である。 








あげており、この場合、該当する会社は 1 社だけ、としている24。 
 また、日経 NEEDS による企業分析の報告（[2009]）では、上場企業で「その他資本剰余金」


















たとえば、企業会計基準適用指針第 3 号「その他資本剰余金の処分による配当を受けた株主 
                                                          
23 注 13 のように利益剰余金の残高の多寡が当該会社を優位にみせることになる。 
24 日本経済新聞 2009 年 6 月 4 日付けの紙面からまた、日経デジタルメディアによるウエブ上での発表の
会社を取り上げている（参考資料 3.を参照のこと）。 
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の会計処理」（平成 14（2002）年 2 月、改正平成 17（2005）年 12 月 企業会計基準委員会）25や
「税効果会計に係る会計基準」（平成 10（1998）年 10 月、企業会計審議会）における第二、
二、4.26、また、ASBJ 1 号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（平成 18（2006）






















金から減額する（10 項）」と規定し、また 45 項では、「…（取り崩しは）その他資本剰余金から減額する。
…（計算規則に合わせた）」としており、自己株式の処分に際しても剰余金を源泉区別しておくことは必要
とされる。 
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【参考資料】 
1. 表示区分  （計算規則 76 条） 
    
Ⅰ 株 主 資 本 
・資 本 金 
          資本準備金（株式払込剰余金）         払込資本 
・資本剰余金 … 
          その他資本剰余金（減資差益, 自己株式処分差益） 
 
          利益準備金                             剰余金 
・利益剰余金 …                         留保利益 







  (1) 資 本 金 ⇒ 資本準備金    （会社法 447 条①二、計算規則 26 条①一） 
  (2) 資 本 金 ⇒ その他資本剰余金 （会社法 447 条①一、計算規則 27 条①一） 
  (3) 資本準備金 ⇒ その他資本剰余金 （会社法 448 条①一、計算規則 27 条①二） 
  (4) 資本準備金 ⇒ 資 本 金    （会社法 448 条①二、計算規則 25 条①一） 
  (5) その他資本剰余金 ⇒ 資本金   （会社法 450 条①、計算規則 27 条②一） 
  (6) その他資本剰余金 ⇒ 資本準備金 （会社法 451 条①、計算規則 27 条②二） 
  (7) 利益準備金 ⇒ その他利益剰余金 （会社法 448 条①一、計算規則 29 条①一） 
  (8) 利益準備金 ⇒ 資 本 金    （会社法 448 条①二、計算規則 25 条①一） 
  (9) その他利益剰余金 ⇒ 利益準備金 （会社法 451 条①一、計算規則 28 条①） 











①日本経済新聞 2009 年 6 月 4 日朝刊『剰余金で配当広がる』の記事 
企業名を掲載（2009 年 3 月期単独） 
  学研、サンリオ、石塚硝、シダックス、フォーバル、東京機、マルハニチロ、第一三共 
  以上の企業は利益剰余金がマイナスである。 
  
②日経 NEEDS 2009 年 8 月 5 日『広がる資本剰余金からの配当』の記事 
 上記と重複するためそれ以外の会社名を記載。 
  ココカラファインホールディング、群栄化学工業、TOKAI、シニアコミュニケーション 
  
以上、①、②の合計 12 社。この内、１社は、「群栄化学工業」のこと。石川 業は、当該企業の行動を
さらに分析されている。 
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